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It is necessary to make clear the necessity of cultural heritage disaster mitigation in disaster mitigation planning in 
historical cities, to reach a social consensus about protecting urban cultural heritage from natural disaster. For this purpose, 
it is necessary to show the necessity of cultural heritage disaster mitigation in historical cities objectively and 
quantitatively. In this paper, evaluation of cultural heritage as tourist attractions in Kyoto City is estimated using travel 
cost method. As a result, it is shown that consumer surplus of tourists makes up a large share of the evaluation of cultural 
heritage as tourist attractions. 
 
Keywords: tourist attraction, travel cost method, consumer surplus, cultural heritage disaster mitigation 
 
 
１．はじめに  
 
 日本有数の歴史都市である京都市は国の重要な文化遺産を数多く有しており、日本の歴史や伝統文化が今

も息づいている都市である。それらへの訪問を目的とした京都市への観光は国内外問わず大きな需要がある。

京都市産業観光局による「京都観光総合調査」によると、平成30年の京都市への年間観光客数は5,275万人

に達し、平成25年以降令和元年まで5,000万人台の大台を維持し続けていた1)。また、年間観光客数が初めて

5,000万人を達成した平成20年の観光消費額は6,562億円であったのに対し、平成30年の観光消費額は1兆
3,082億円にも上り、過去最高額を記録している。これらは新型コロナウイルスが感染拡大する以前のデー

タであり、現在の観光は新型コロナウイルスの流行によって大きな打撃を受ける事態に陥っているが、コロ

ナ禍の収束後は観光需要も回復に向かうと考えられる。将来の観光需要の回復に向けても、京都市において

文化遺産の観光資源としての価値は大きく、京都市の経済を支える重要な位置を占めているといえる。 
 このため、京都市の防災計画においては、基本的な都市防災対策に加えて、災害による文化遺産への被害

を最小限に抑えるための施策が重要となっている。しかしながら、防災に投資できる資源には限りがあり、

その中で市民の生命や財産、社会基盤、産業基盤などさまざまなものに対して防災対策を実施していかなけ

ればならない。このような中で、地域防災計画において文化遺産防災の必要性を明確に位置づけるためには、

文化遺産防災への投資に対する市民の合意形成が重要である。そのためには、文化遺産の有する価値を客観

的、定量的に評価し、市民にも提示する必要があると考えられる。しかし、文化遺産はそれ自体が市場で売
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買されるものではないために市場価格が存在しない非市場財である。そのため、文化遺産の価値を定量的に

評価するためには何らかの代理指標を選択し、代替する手法を導入する必要がある。 
このような非市場財の経済的価値を評価する手法の一つに、トラベルコスト法が挙げられる。トラベルコ

スト法は、環境経済学において費用便益分析に用いられる手法であり、訪問者が支払う訪問地までの旅費を

もとに対象施設の訪問価値を評価するものである2)。筆者らは既存研究において、京都市を訪れる観光客の

旅行費用を算定することで、京都市内に存在する文化遺産の観光資源としての価値の評価をおこなってきた

が、それらの既存研究では評価対象の需要曲線の推定とそれによる消費者余剰の算定まではおこなわれてい

なかった3-8)。環境経済学において、個人がある財に対して支払ってもよいと考える最高額である支払許容額

は、消費者の財に対する評価額とみなされる。観光客の文化遺産に対する支払許容額は、観光客が文化遺産

を訪問する際に支払った旅行費用と観光で得た便益の和で表されるため、支払われた旅行費用のみを算定し

た既存研究の評価結果は過小評価の恐れがあり、文化遺産の評価額を明らかにしたとは言い難い。観光客が

観光によって得た便益は支払許容額と旅行費用の差である消費者余剰で表され、これを算定して観光資源と

しての文化遺産の価値に計上する必要性があると考えられる。 
 そこで本研究では、京都市における主要な文化遺産の観光資源としての価値を、各文化遺産をもつ観光ス

ポットへの訪問に要する一般化旅行費用を算出するのに加えて、消費者余剰を算定することで各観光スポッ

トが観光客にもたらす便益を推計し、その合計額である観光客の評価対象に対する支払許容額によってそれ

ら文化遺産のレクリエーション価値を評価する。これによって、文化遺産の観光資源としての価値を正確に

計測する方法について検討することを目的とする。なお、トラベルコスト法は、個人の属性と行動パターン

に着目する個人トラベルコスト法と、訪問する人の行動を居住する地域単位で集計する地域トラベルコスト

法の2種に区分される。本研究では、全国幹線旅客純流動調査など都道府県間の交通量データを用いている

ことから、地域単位で人々の行動を捉えた集計モデルである地域トラベルコスト法が適しているため、これ

を用いる。 
 
２．国内観光客における観光動向の把握 
 
(1) 観光客数の把握 

 本研究では、京都市内の文化遺産をもつ、年間観光客数の多い主要な観光スポット23箇所を評価対象とし、

国内から京都市への観光トリップの発地点を都道府県別に京都府を除く46ゾーンに設定する。なお、本研究

は都道府県を越える移動を対象とするため、京都府を発地点とするトリップはここでは含まないものとする。

そこで、各発地点からの観光客数を把握するため、京都市産業観光局による「平成30年 京都観光総合調査」、

および国土交通省による「第６回全国幹線旅客純流動調査 2015年都道府県間（平日;代表機関;出発地-目的

地）」の統計データを利用し、「京都観光総合調査」による京都市全体の年間観光客数と観光客の出発地別

割合の構成比と、「全国幹線旅客純流動調査」の集計結果および総務省統計局による人口統計データを用い

て、出発地別の京都市への年間の観光客数を推計する1,9-10)。また、京都市を訪れる観光客のうち、各観光ス

ポットへの年間観光客数を全体の年間観光客数で除して表される訪問率に関しては、筆者らの既存研究と同

じ方法を用いて現時点での最新のデータである平成22年度の「京都市観光調査年報」に記載されている統計

データにもとづき推計すると、本研究で対象とする23箇所の各観光スポットへの訪問率は表1のようになっ

た11-12)。なお、複数回答があるため訪問率の合計は100%にはならない。 
 
(2) 代表交通手段別分担量の把握 

 各出発地から京都市に訪れる観光客のうちの代表交通手段別の利用客数を把握するため、観光客数を把握

するのに用いた手法と同様に、国土交通省の「第６回全国幹線旅客純流動調査 2015年都道府県間（平日;代
表機関;出発地-目的地）」を用いる9)。「全国幹線旅客純流動調査」では、調査対象とする幹線交通機関を①

航空②鉄道③幹線旅客船④幹線バス⑤乗用車等の５種に定めている。本研究においても、代表交通手段とし

てこれら５種を選定する。なお、「全国幹線旅客純流動調査」では都道府県を越える移動を対象としている

が、近畿圏の大都市圏内の流動は都道府県内の移動と同様のものとみなして、対象外とされている。そのた

め、近畿圏（大阪府、兵庫県、奈良県）からの京都府への流動は、京都府内での流動と同様のものとみなし
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て、京都府内から京都市への移動の際の交通機関の利用実態を表した「京都観光総合調査」の入洛利用交通

機関のデータによる交通機関分担率を用いるものとする1)。 
 

表1 各観光スポットへの訪問率 

観光地
訪問率
（%）

観光地
訪問率
（%）

清水寺 21.0 知恩院 4.6

金閣寺 11.3 三十三間堂 4.0

二条城 9.0 東本願寺 3.1

銀閣寺 8.9 西本願寺 3.0

南禅寺 8.4 京都御所 2.8

八坂神社 7.7 龍安寺 2.6

祇園 7.6 東福寺 2.2

高台寺 6.7 南座 1.4

平安神宮 6.0 泉涌寺 1.3

円山公園 5.8 大谷本廟 1.0

下鴨神社 5.0 京都国立博物館 0.9

東寺 4.9  

 
 

(3) 所要時間と所要費用の把握 

 旅行費用の算出にあたって、各代表交通手段による出発地と到着地のずれを回避するため、各都道府県庁

所在地に存在する主要な鉄道駅を出発地に、JR京都駅を到着地に統一して設定するものとする。 
a) 経路選択 

各出発地から到着地であるJR京都駅までの代表交通手段別の一般化交通費用の算出において、主に以下の

Web上の検索サイトを用いて所要時間が最短となるように経路を設定し、出発時間を平日の12:00に統一して

2019年11月時点での所要時間と所要費用を検索している。なお、金額は検索サイトの表示価格を使用し、割

引サービス等は一切適用しない。また、所要時間は当該の交通機関に初めて乗車した時から起算する。 
・NAVITIME（ナビタイム）〔https://www.navitime.co.jp/〕 
・Yahoo! 路線情報 〔https://transit.yahoo.co.jp/〕 
・ANAウェブサイト〔https://www.ana.co.jp/〕 
・JALホームページ〔https://www.jal.co.jp/〕 
・日本長距離フェリー協会〔http://www.jlc-ferry.jp/index.html〕 
・バス比較なび〔https://www.bushikaku.net/〕 

b) 所要時間と所要費用 

 前項に示した設定条件の下で経路の設定を行い、出発地ごとに代表交通手段別の所要時間と所要費用、及

び一般化交通費用の単価を算出する。一般化交通費用は以下の式で定義される。 
一般化交通費用（円）＝所要費用（円）＋時間価値（円／分）×所要時間（分） 

トラベルコスト法では、旅行費用の算定において時間価値の概念を考慮する。旅行行動における時間価値

とは、旅行に伴う損失時間を労働稼得の機会費用として考える概念である。なお、機会費用とは、ある行動

を選択することにより失われる他の選択可能な行動のうちの最大利益を指す経済学上の概念である。つまり、

時間価値の理論では、旅客の消費する時間と費用の間にはトレードオフの関係があると考えられる。本研究

では、国土交通省の「時間価値原単位および走行経費原単位（平成20年価格）の算出方法」に記載されてい

る算出方法に従い、時間価値は労働者平均月間実労働時間あたり現金給与総額から所得税、住民税所得割お

よび消費税を控除して算出したものを用い、29.47［円／人・分］としている13-16)。ただし、ここで求められ

る時間価値は都道府県間に差異はなく、賃金率は全国で一律の値となっていることに留意する必要がある。 
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八坂神社 7.7 龍安寺 2.6

祇園 7.6 東福寺 2.2

高台寺 6.7 南座 1.4

平安神宮 6.0 泉涌寺 1.3

円山公園 5.8 大谷本廟 1.0

下鴨神社 5.0 京都国立博物館 0.9

東寺 4.9  

 
 

(3) 所要時間と所要費用の把握 

 旅行費用の算出にあたって、各代表交通手段による出発地と到着地のずれを回避するため、各都道府県庁

所在地に存在する主要な鉄道駅を出発地に、JR京都駅を到着地に統一して設定するものとする。 
a) 経路選択 

各出発地から到着地であるJR京都駅までの代表交通手段別の一般化交通費用の算出において、主に以下の

Web上の検索サイトを用いて所要時間が最短となるように経路を設定し、出発時間を平日の12:00に統一して

2019年11月時点での所要時間と所要費用を検索している。なお、金額は検索サイトの表示価格を使用し、割

引サービス等は一切適用しない。また、所要時間は当該の交通機関に初めて乗車した時から起算する。 
・NAVITIME（ナビタイム）〔https://www.navitime.co.jp/〕 
・Yahoo! 路線情報 〔https://transit.yahoo.co.jp/〕 
・ANAウェブサイト〔https://www.ana.co.jp/〕 
・JALホームページ〔https://www.jal.co.jp/〕 
・日本長距離フェリー協会〔http://www.jlc-ferry.jp/index.html〕 
・バス比較なび〔https://www.bushikaku.net/〕 

b) 所要時間と所要費用 

 前項に示した設定条件の下で経路の設定を行い、出発地ごとに代表交通手段別の所要時間と所要費用、及

び一般化交通費用の単価を算出する。一般化交通費用は以下の式で定義される。 
一般化交通費用（円）＝所要費用（円）＋時間価値（円／分）×所要時間（分） 

トラベルコスト法では、旅行費用の算定において時間価値の概念を考慮する。旅行行動における時間価値

とは、旅行に伴う損失時間を労働稼得の機会費用として考える概念である。なお、機会費用とは、ある行動

を選択することにより失われる他の選択可能な行動のうちの最大利益を指す経済学上の概念である。つまり、

時間価値の理論では、旅客の消費する時間と費用の間にはトレードオフの関係があると考えられる。本研究

では、国土交通省の「時間価値原単位および走行経費原単位（平成20年価格）の算出方法」に記載されてい

る算出方法に従い、時間価値は労働者平均月間実労働時間あたり現金給与総額から所得税、住民税所得割お

よび消費税を控除して算出したものを用い、29.47［円／人・分］としている13-16)。ただし、ここで求められ

る時間価値は都道府県間に差異はなく、賃金率は全国で一律の値となっていることに留意する必要がある。 
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c) 宿泊費・市内交通費の把握 

 到着地であるJR京都駅までのアクセス性を評価指標として、一定以上のアクセス性を有する出発地からの

観光客をすべて日帰り客、その他をすべて宿泊客であると仮定する。その際のアクセス性の評価には、出発

地ごとに各代表交通手段の所要時間と分担率から求めた所要時間の加重平均を用いる。また、観光客数全体

に対する日帰り客、宿泊客の割合が、「京都観光総合調査」に記載されている割合に一致するようにアクセ

ス性の境界値を設定する。「京都観光総合調査」に記載されている観光消費額調査によると、平成30年の京

都市への国内観光客1人あたりの平均宿泊費は19,555円と示されている1)。本研究ではこの統計データを利用

し、宿泊客である観光客が1回の旅行で支払う宿泊費単価は一律で19,555円とする。 
 また、JR京都駅から各観光スポットへの移動、および各観光スポット間の移動の際には市内交通費が発生

するが、同じく「京都観光総合調査」の観光消費額調査によると、日本人観光客の観光消費額単価のうち、

宿泊客の平均市内交通費は4,473円、日帰り客の平均市内交通費は1,172円であると示されているため、本研

究でも観光客の支払う市内交通費にはこれを用いるものとする1)。 
d) 平均訪問観光スポット数の把握 

 観光客には周遊特性があり、複数の観光スポットを訪問することが考えられるため、旅行費用を1日あた

りの平均訪問スポット数で除することにより、観光スポット1箇所あたりの旅行費用を算出するものとする。

筆者らが既存研究でおこなったアンケート調査の結果によると、京都市における国内観光客の1日あたりの

平均訪問スポット数は2.637箇所である12)。また、「京都観光総合調査」によれば、国内観光客の平均宿泊日

数は1.61泊であると示されているため、宿泊客である観光客は平均訪問スポット数を6.883箇所とする1)。 
 
３．一般化旅行費用と消費者余剰の算定方法 
 
(1) 一般化旅行費用の算定方法 

 前章で得られた各々の値を用いて、出発地ごとの京都市内の観光スポット1箇所あたりに発生する一般化

旅行費用単価（観光客1人あたりの一般化旅行費用）を以下のように算定する。なお、ここで平均一般化交

通費用とは、各々の出発地から到着地であるJR京都駅までの都道府県間流動における、各代表交通手段の一

般化交通費用の総和をその出発地からの年間観光客数で除したものである。 

一般化旅行費用単価（円／人）＝ 
平均一般化交通費用（円）＋市内交通費（円）＋宿泊費（円）

訪問観光スポット数（箇所）  

 これに各出発地からの年間観光客数と各観光スポットの訪問率を掛けることにより、出発地ごとの各観光

スポットの一般化旅行費用について年間の総計価格を算定することができる。 
 
(2)消費者余剰の算定方法 

 トラベルコスト法では、需要関数の定式化に用いられるモデルは線形モデルと片対数モデルが考えられる

が、トラベルコストデータでは一般に線形モデルより片対数モデルの方があてはまりやすい17)。このため、

本研究でも片対数モデルを用いて需要関数の定式化を行うものとする。このとき、出発地ごとの一般化旅行

費用単価をY（円／人）、訪問率をX（／年）として、次の式(1)の片対数モデルによって定式化を行う。な

お、α、βは未知のパラメータである。 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙) (1) 

次に、上記の片対数モデルによって定式化された需要関数を用いて、各出発地の消費者余剰単価（観光客

1人あたりの消費者余剰）を求める。ここで、一般化費用単価が𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑙𝑙となる出発地kからの観光客の消費者余剰

単価𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶�は、次の式(2)で求められる。これを図1に示す。 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶� 𝑙𝑙 𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙)
�

��
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑙𝑙𝑙𝑙＝ −

𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙�)
𝑙𝑙𝑙𝑙

(2) 

 算定した出発地ごとの消費者余剰単価に、その出発地からの観光客数を乗じることで、出発地ごとの消費

者余剰の総計価格が算定される。これに観光スポット別の訪問率を乗じることで、出発地ごとの各観光スポ

ットの年間の消費者余剰の総計価格が算定される。 

5 

 すべての出発地について、上記の方法にもとづき算定した消費者余剰に一般化旅行費用を足した総和がレ

クリエーション額として表され、各観光スポットの年間のレクリエーション価値として推定される。 
 

 

図1 需要関数と消費者余剰 

 
４．一般化旅行費用と消費者余剰の算定結果 
 
 前章に示した片対数モデルにより、国内からの観光客が観光目的で京都市に訪れる際のレクリエーション

需要関数を推定した結果を表2および図2に示す。推計結果から見れば、一般化費用単価（Y）の係数が負で

あるので、観光トリップに発生する旅行費用が訪問率に対する影響は負の効果があることが分かる。つまり、

出発地から京都市内までの旅行費用が高ければ、訪問者数は少なくなると言える。 
 

 

                    図2 レクリエーション需要関数 
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c) 宿泊費・市内交通費の把握 

 到着地であるJR京都駅までのアクセス性を評価指標として、一定以上のアクセス性を有する出発地からの

観光客をすべて日帰り客、その他をすべて宿泊客であると仮定する。その際のアクセス性の評価には、出発

地ごとに各代表交通手段の所要時間と分担率から求めた所要時間の加重平均を用いる。また、観光客数全体

に対する日帰り客、宿泊客の割合が、「京都観光総合調査」に記載されている割合に一致するようにアクセ

ス性の境界値を設定する。「京都観光総合調査」に記載されている観光消費額調査によると、平成30年の京

都市への国内観光客1人あたりの平均宿泊費は19,555円と示されている1)。本研究ではこの統計データを利用

し、宿泊客である観光客が1回の旅行で支払う宿泊費単価は一律で19,555円とする。 
 また、JR京都駅から各観光スポットへの移動、および各観光スポット間の移動の際には市内交通費が発生

するが、同じく「京都観光総合調査」の観光消費額調査によると、日本人観光客の観光消費額単価のうち、

宿泊客の平均市内交通費は4,473円、日帰り客の平均市内交通費は1,172円であると示されているため、本研

究でも観光客の支払う市内交通費にはこれを用いるものとする1)。 
d) 平均訪問観光スポット数の把握 

 観光客には周遊特性があり、複数の観光スポットを訪問することが考えられるため、旅行費用を1日あた

りの平均訪問スポット数で除することにより、観光スポット1箇所あたりの旅行費用を算出するものとする。

筆者らが既存研究でおこなったアンケート調査の結果によると、京都市における国内観光客の1日あたりの

平均訪問スポット数は2.637箇所である12)。また、「京都観光総合調査」によれば、国内観光客の平均宿泊日

数は1.61泊であると示されているため、宿泊客である観光客は平均訪問スポット数を6.883箇所とする1)。 
 
３．一般化旅行費用と消費者余剰の算定方法 
 
(1) 一般化旅行費用の算定方法 

 前章で得られた各々の値を用いて、出発地ごとの京都市内の観光スポット1箇所あたりに発生する一般化

旅行費用単価（観光客1人あたりの一般化旅行費用）を以下のように算定する。なお、ここで平均一般化交

通費用とは、各々の出発地から到着地であるJR京都駅までの都道府県間流動における、各代表交通手段の一

般化交通費用の総和をその出発地からの年間観光客数で除したものである。 

一般化旅行費用単価（円／人）＝ 
平均一般化交通費用（円）＋市内交通費（円）＋宿泊費（円）

訪問観光スポット数（箇所）  

 これに各出発地からの年間観光客数と各観光スポットの訪問率を掛けることにより、出発地ごとの各観光

スポットの一般化旅行費用について年間の総計価格を算定することができる。 
 
(2)消費者余剰の算定方法 

 トラベルコスト法では、需要関数の定式化に用いられるモデルは線形モデルと片対数モデルが考えられる

が、トラベルコストデータでは一般に線形モデルより片対数モデルの方があてはまりやすい17)。このため、

本研究でも片対数モデルを用いて需要関数の定式化を行うものとする。このとき、出発地ごとの一般化旅行

費用単価をY（円／人）、訪問率をX（／年）として、次の式(1)の片対数モデルによって定式化を行う。な

お、α、βは未知のパラメータである。 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙) (1) 

次に、上記の片対数モデルによって定式化された需要関数を用いて、各出発地の消費者余剰単価（観光客

1人あたりの消費者余剰）を求める。ここで、一般化費用単価が𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑙𝑙となる出発地kからの観光客の消費者余剰

単価𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶�は、次の式(2)で求められる。これを図1に示す。 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶� 𝑙𝑙 𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙)
�

��
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑙𝑙𝑙𝑙＝ −

𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑙𝑙 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙�)
𝑙𝑙𝑙𝑙

(2) 

 算定した出発地ごとの消費者余剰単価に、その出発地からの観光客数を乗じることで、出発地ごとの消費

者余剰の総計価格が算定される。これに観光スポット別の訪問率を乗じることで、出発地ごとの各観光スポ

ットの年間の消費者余剰の総計価格が算定される。 

5 

 すべての出発地について、上記の方法にもとづき算定した消費者余剰に一般化旅行費用を足した総和がレ

クリエーション額として表され、各観光スポットの年間のレクリエーション価値として推定される。 
 

 

図1 需要関数と消費者余剰 

 
４．一般化旅行費用と消費者余剰の算定結果 
 
 前章に示した片対数モデルにより、国内からの観光客が観光目的で京都市に訪れる際のレクリエーション

需要関数を推定した結果を表2および図2に示す。推計結果から見れば、一般化費用単価（Y）の係数が負で

あるので、観光トリップに発生する旅行費用が訪問率に対する影響は負の効果があることが分かる。つまり、

出発地から京都市内までの旅行費用が高ければ、訪問者数は少なくなると言える。 
 

 

                    図2 レクリエーション需要関数 
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表2 片対数モデルによる推定結果 

 

（注）*は5%の有意水準で統計的に有意 
 
 前章の方法にもとづき、各出発地（都道府県）からの観光客が観光目的で京都市に訪問する際の一般化旅

行費用と消費者余剰を算定した結果を図3に示す。全出発地から京都市への観光行動に発生している一般化

旅行費用の総計は年間約1,924億円と算定された。一方で、全出発地から京都市への観光行動に発生してい

る消費者余剰の総計は年間約1,127億円と算定された。また、特に京都市へのアクセス性が高い近畿圏を出

発地とする観光行動では、消費者余剰が非常に大きくなっていることがわかる。 
 各観光スポットの年間レクリエーション額の算定結果を図4に示す。評価対象地の個々のレクリエーショ

ン価値に着目した際、清水寺の年間レクリエーション額は年間で約641億円と評価され、評価対象の中でも

顕著に大きなレクリエーション価値が発生していることが示された。また、評価額が200億円を超える観光

スポットは清水寺の他に銀閣寺や金閣寺、二条城など8箇所存在しており、観光資源としての価値が高い観

光スポットが京都市内に複数存在していることがわかる。そして、京都市に存在する主要な観光スポット23
箇所への観光行動に発生する一般化旅行費用の合計額は年間約2,488億円、消費者余剰の合計額は年間1,457
億円と算定され、最終的なレクリエーション価値の価格は合計で年間約3,945億円と算定された。京都市行

財政局の「平成30年度京都市決算実績報告」によると、平成30年度の京都市の一般会計歳入決算額は約

7,752億円であり、本研究で推計された観光スポット23箇所のレクリエーション機能の年間評価額の合計は

その51%に匹敵する18)。このことから、京都市内の文化遺産は観光資源として高い価値を有しており、京都

市の経済における文化遺産の存在は非常に大きなものであることが伺える。 
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また、消費者余剰額がレクリエーション価値全体に占める比重は37%となり、トラベルコスト法を用いた

評価手法において、消費者余剰額の推計が文化遺産のレクリエーション価値の推計に重要な関わりをもつこ

とが示唆された。筆者らの既存研究において、京都市内の文化遺産をもつ観光スポット22箇所の一般化旅行

費用の総計は年間約2,999億円である8)。本研究で対象とした23箇所の観光スポットのうち、銀閣寺を除いた

これと同じ22箇所の観光スポットのレクリエーション額の合計は年間約3,673億円と算定され、既存研究と

比較して評価額が約674億円上回る推計結果となった。両者には利用したデータの年次や旅行費用の算定方

法の細部に差異があるため単純比較はできないが、既存研究において文化遺産の観光資源としての価値は過

小評価されていたことが示された。また、文化遺産の観光資源としての価値をトラベルコスト法で評価する

にあたって、観光客の旅行費用だけではなく消費者余剰額を含めた支払許容額を対象の評価額とみなして明

らかにすることで、より正確な評価額が得られることが確認された。 
 

５．おわりに 
 
 本研究では、防災計画における文化遺産防災の重要性を経済的な視点から示すために、トラベルコスト法

を用いて一般化旅行費用と消費者余剰を算定することで、文化遺産の観光資源としての価値の定量化を行っ

た。その結果、本研究で対象とした京都市内に存在する観光スポット 23 箇所への国内からの観光行動に発

生するレクリエーション価値の合計額は年間で約 3,945 億円となった。これは、京都市の歳入の 5 割に匹敵

する巨額のレクリエーション価値であり、文化遺産は京都市の経済に重要な位置を占めていると結論される。

このため、地震や風水害などの自然災害によってそれらの文化遺産に被害が発生し、その観光資源としての

価値が損なわれてしまった場合、京都市の経済にも大きな被害が及ぶことは明らかであり、ここにおいて文

化遺産防災の必要性は高いといえる。 
また、消費者余剰額がレクリエーション価値全体に占める比重は大きく、トラベルコスト法を用いた文化

遺産の価値の推計において、消費者余剰額の推計がその評価結果に重要な関わりをもつことが示唆された。

これにより、文化遺産の観光資源としての価値を外部経済で評価する際には、一般化旅行費用のみならず消

費者余剰を算定して文化遺産への観光行動から観光客が受ける便益も定量化し、観光客の支払許容額を明ら

かにすることで、より信頼性の高い評価額を提示することができると考えられる。 
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表2 片対数モデルによる推定結果 
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 なお、本研究では、国内からの観光客の発地点を都道府県ごとにゾーン区分し、都道府県間トリップの起

点となる各都道府県の主要駅をその発地点として設定した。しかしながら、実際の観光行動には居住地から

発地点となる主要駅までの間にも旅客流動があり、本研究ではモデルの簡素化のためにそこに発生する費用

を考慮していない。そのため、ゾーンごとに複数の発地点を想定し、ゾーン区分をさらに細分化することで、

より精緻な条件設定で費用算出を行うべきであると考えられる。また、観光客を日帰り客、宿泊客に区分す

る際には発地点からのアクセス性を評価基準として一律に区分したが、実際の観光行動により近付けるため

には、アンケート調査による観光客のより詳細な観光動向とゾーン属性の分析が必要である。なお、本研究

では観光客の支払う諸費用に宿泊費を含めたが、実際の観光行動ではその他にも食費やサービス費などの諸

費用が発生しており、文化遺産へのレクリエーション活動にも関連があるものと考えられるが、それらを訪

問費用に含めるべきであるかという問題は慎重に検討しなくてはならない。なお、本研究では推定値を一つ

の値で表したが、その誤差を明示することはできておらず、算定される評価額の不確定性も評価する必要が

ある。また、観光客の都道府県間の観光周遊行動と評価対象地の代替施設の有無を考慮しない算定では、評

価結果が過大評価となる恐れがあるため、それらの要素を評価することも必要であると考えられる。 
本研究では観光資源としての文化遺産の直接的利用価値に着目し、その価値を便益評価によって定量化し

たが、文化遺産には利用価値のみならず非利用価値も存在する。トラベルコスト法では、非利用価値を推計

することができず、また観光行動の生む負の効用も推計できないため、本研究の評価結果はあくまで一面的

なものであるといえる。公共政策としての防災計画において、文化遺産防災に対する社会的なコンセンサス

を得るためには、本研究で用いた評価方法は他の評価方法と相互に比較するべきであると考えられる。特に、

昨今はオーバーツーリズムによる観光公害の問題なども指摘されるため、文化遺産の負の効用にも着目する

など、さまざまな方法を用いて複数の視点から文化遺産の防災に対する客観的、定量的な評価をおこなうこ

とにより、市民に対して客観的、定量的な判断材料を提示していくことが必要となるだろう。 
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Changes in Archaeological Site Environment Since the 1960s in Zarafshan Valley of Central Asia:  
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This paper focuses on the monitoring of archaeological site environment since the 1960s in Zarafshan valley, one of the 
most important and the largest oases in Central Asia. A rapid and huge landuse change occurred due to the agricultural 
intensification and other human activities for the last several decades in oases of Central Asia, and it has led to the 
massive destruction of archaeological sites and cultural resorces. The paper presents a preliminaly interpretation of 
changing archaeological site environment in Pakhtachi region located in mid- Zarafshan valley as a case study, with the 
use of  CORONA satellite imagery and Google Earth.  
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１．はじめに 
 
 中央アジアの定義は容易でないが、一般的には現在のウズベキスタン、タジキスタン、カザフスタン、キ

ルギス、トルクメニスタン、これら5ヶ国に相当する地域を指すことが多い。この地域は、海から遠く離れ

て大部分が乾燥気候下にあるが、東側の山地を主水源とするいくつかの大河が流れ、その流域には農業の適

地が展開している。Google Earthなどで取得できる衛星写真でこの地域を眺めてみると、広大な砂漠ととも

に、主要な河川の周辺に緑色の帯状の範域が捉えられるであろう。そうした農業適地としての一定の地理的

広がりを、オアシス地帯と呼ぶことができる1)。 
 このオアシス地帯は、先史時代から現代に至る歴史の中で農耕民を中心とする人々の生活の基盤をなし、

またシルクロードを介した交流・交易活動の舞台でもあった。その中でも、代表的な河川のひとつであるザ

ラフシャン川の流域に展開するオアシス地帯は、地理的・歴史的に非常に重要な位置を占めている。特にそ

の中流域（ウズベキスタン・サマルカンド周辺）は、「ソグド」または「ソグディアナ」という古称をもつ

地域の中心としてもよく知られる。 
 そうした背景において、ザラフシャン川流域には多数の考古遺跡・文化財が分布する。しかしそれらの中

には、20世紀における大規模な農地改革や都市計画によって消滅したり、様々な破壊を受けたりしたものが

多くあることが判明してきている2)。そして21世紀に入って以後も、その内容や程度は異なるものの同様の

問題が続いていると考えられる3)。このような状況を具体的に把握し、適切な方法で文化財の保護や情報の

蓄積を図ることは大きな意義をもつに違いない。この立場から本稿は、当該地域の考古遺跡に焦点をあてつ

つ、それらをめぐる環境変化と現状を探り、今後の見通しを得たいと考えるものである。 
なお、以下ではザラフシャン川流域の一地域に分析の的を絞るが、ここで得られた結果については、周辺
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